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　2018 年のテクノロジの展望について確実に分かっ

ていることは、確実なことなどないということだけだ。

ただしセキュリティ上の新たな脅威や、ブロックチェー

ンや人工知能（AI）などのテクノロジの状況を考えれ

ば、2018 年も興味深い年になる可能性が高い。この

記事では、米 ZDNet の記者が 2018 年の展望につい

て予想する。

セキュリティがサプライチェーンの
問題に

　企業が自社のセキュリティだけを心配し、独立したシ

ステムとして扱えた時代は遠い昔に終わった。

　いくつもの「as-a-service」が相互につながり、ア

ウトソーシングや業務委託が入り交じる世界では、攻撃

者が利用できる攻撃ベクトルは無数に考えられ、簡単に

はそれを防ぎきることはできなくなろうとしている。

　例えば 2017 年 10 月に、オーストラリア国防省

の情報機関であるオーストラリア信号局から「F-35」

「P-8」「C-130」の機密情報が盗まれた事件について

考えてみよう。

　これは国防省や Lockheed Martin や Boeing など

の大企業を標的にした攻撃ではなく、サプライチェーン

の下流にあった小さな会社に対するものだった。オース

トラリア政府は、この事件に関する政府の責任を否定

する見解を発表しているようだが、過去のある時点で、

必要な保護措置ができない可能性がある企業にデータ
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を渡すという判断が行われたことは事実であり、その判

断を下した人物には責任があるはずだ。

　自社の評判を守りたければ、扱っているのが国防に関

する情報でなくても、取引業者の情報セキュリティにつ

いて詳しく確認するのはよい考えだろう。

　民間軍事会社 TigerSwan から 1 万件近くの履歴

書情報などが流出した 2017 年 9 月のケースでは、

TigerSwan と同社の契約企業 TalentPen は当面の間

悪影響を被ることになるだろう。

　その悪影響は、訴訟以外にも、これらの企業に対する

セキュリティ面での評価が下がるという形で現れるか

もしれない。

　企業が法律や規制、保険会社などから追及を受けるの

を避けるためには、一刻も早く自社のセキュリティ体制

を見直す必要がある。

IoT がエッジに重心を移す

　データセンター向けハードウェアベンダーしか書け

ないようなどんでん返しのシナリオだが、今後はコン

ピューティングやネットワーク、ストレージにさらなる

強化が必要になる。今後はモノのインターネット（IoT）

のエッジに近いところにサーバを置くのが良いとされ

るようになる。なぜなら、クラウドは IoT にとって重

要だが、アナリティクスをリアルタイムで実行する必要

がある場合、データを大量に送受信するコストは高すぎ
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るためだ。Dell Technologies や Hewlett-Packard 

Enterprise をはじめとするソリューションベンダー

は、この IoT とエッジを重視するシナリオに対応しつ

つある。

　Gartnerはこの状況を1枚のスライドにまとめている。

　AT&T の先進技術担当バイスプレジデント Mazin 

Gilbert 氏は、5G の展開が始まるにつれて、2018 年に

はこの IoT とエッジを重視するシナリオが勢いを増すと

述べている。Gilbert 氏はインタビューの中で、IoT ネッ

トワークでは、センサやスマートデバイスの近くに、コ

ンピューティング、ネットワーク、ストレージの面倒を

見るホワイトボックスが置かれることになると述べてい

る。「これらのホワイトボックスは、複数の目的を果た

す小型のクラウドとして機能する」と Gilbert 氏は言う。

「遅延や、人工知能（AI）や拡張現実（AR）、360 度映

像などのアプリケーションに対応するために、インテリ

ジェンスはエッジで処理される必要が出てくる」

Apple がやむを得ずタッチスクリーン
を持つノートブックを発売する

　多くのミドルレンジからハイエンドのノート PC で、

タッチスクリーンが標準的に装備されるようになって

いる。たとえ買い手が必要としていなくても、その種の

ノート PC を購入すればタッチスクリーンが付いてく

る場合が多い。タッチスクリーンは、大きな文書や多く

の画像を扱う際には便利だ。しかし「MacBook」には

搭載されていない。

　2016年に発売された「MacBook Pro」には「Touch 

Bar」が搭載されているモデルがあり、Apple もノート

ブックにある種のタッチスクリーン機能を導入したと

解釈することもできる。ただしこれは、適切な使い道を

模索する優れたコンセプトだと考える人も多い一方で、

単に困難が増えただけだと感じている人もいるかもし

れない。
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ような企業では、販売する産業用機器から集めたデータ

が、最終的に実際のハードウェアよりも重要になる。自

前のデータをほかの情報源から入手したデータと組み

合わせる能力も必要不可欠になると考えられる。製品群

からマーケティングに至るまであらゆるものを、データ

を使ってどのように個人に合ったものにしていくかが、

勝者と敗者を分けるだろう。

　2017年12月に開催されたHome Depotのアナリ

ストミーティングで、同社のオンライン事業担当プレジ

デント兼最高マーケティング責任者 Kevin Hofmann

氏は、Home Depot はデータを扱う能力とプラット

フォームへの投資を進めていく予定だと述べている。

　「データは今後わが社の事業の核になる。米国の大半

はわが社のデータベースに入っている」と Hofmann 氏

は言う。実際、Home Depot は 1 週間に 1 兆件のデー

タポイントをモデルに取り込んでいる。このデータの一

部はトランザクションに関するものであり、多くは地域

向けに調整されている。これによって、Home Depot

は地域社会や店舗近郊の事情、企業などを大規模に理解

することができる。また同社は、マクロ的な問題に掘り

下げることもできる。Home Depot では、データを利

用することでマーケティング費用を削減しており、例

えば天候によって自動的に展開される広告のセットを

持っているという。

　Hofmann 氏は、Home Depot の取り組みは始まった

ばかりだと述べているが、データは通貨であるというテー

マは、ほかの企業の業績発表でも頻繁に登場している。

　もっとも難しいのは、データをクリーニングして分析

に使えるようにするプロセスだ。企業はこれまで、この

作業を十分に行ってきていない。

　もちろん、Apple は「iPad」や「iPhone」をはじめ

とする、多くのタッチスクリーン付きデバイスを販売し

ている。ノートブックにタッチスクリーンを搭載しない

理由はあるのだろうか。2018 年は、Apple がノート

ブックにタッチスクリーンを搭載する決断をする年に

なるかもしれない。「macOS」をタッチスクリーン用

に作り替えるのが難しければ、初めての「iOS」ノート

ブックが登場する可能性もあるかもしれない。

5G が 登 場 す る が、2018 年 中 に は
4.5G 程度のものしか出てこない

　今後徐々に次世代モバイル通信サービスが登場して

くる見込みであり、これらは「5G」と呼ばれるように

なる。しかし、5G に関して意見が一致しているのはそ

こまでで、ほかのことはまだ漠然としている。

　5G の問題は明確な定義がないことだ。今後一部の通

信事業者が、LTE よりも少し高速になっただけのもの

を「5G」と呼ぶケースが出てくる可能性が高い。

　5G の機能の一部は、すでに実現している。Cat-M1

は IoT デ バ イ ス の バ ッ テ リ 寿 命 延 長 に 役 立 つ し、

「Massive MIMO」やビームフォーミングはすでに登場

しつつあり、周波数帯の整理も予定されている。

　Qualcomm は 5G スマートフォンが実現する年を

2019 年としている。

データが通貨になる

　Gilbert 氏は、将来は「もっとも多様なデータセット

を持つ企業」が勝利すると述べている。2018 年には、

データを使いこなす企業が競争に勝ち残ると考えてよ

いだろう。General Electric（GE）や Honeywell の
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•	 行動を可能にする知見を提供するために使われて

いるデータに、ほかの企業との違いはあるか。

•	 その AI は、人間ではわからないことを教えてくれ

るのか。

•	 処理はクラウドアーキテクチャで大規模に行われ

ているのか。

•	 ビジネス価値を定量化した AI の利用事例はある

か。

•	 アルゴリズムの中身はどういうもので、自社のデー

タサイエンスチームで事前に中身を確認できるか。

•	 自社のデータを使って、AI に何ができるかを事前

に知ることはできるか。AI を使う前と後で何が変

わるのか。

•	 使われているプラットフォームは、自社で使ってい

るものと組み合わせることができるか。

AI ウォッシング

　読者はおそらく、ほとんどのエンタープライズテクノ

ロジ企業が、何らかの形で AI や機械学習に触れている

ことに気づいているはずだ。クラウドプロバイダーも

AI をキーワードの 1 つにしている。「AI ウォッシング」

とは、AI というキーワードを加えることで古いテクノ

ロジを新しく見せようとする傾向などを指すが、2017

年の状況はまだ序の口だ。これまではクラウドウォッ

シングが盛んだったが、今後は AI ウォッシングの波が

襲ってくる。2018 年には、あまりにも AI に関する言

及増えすぎて、この言葉はほとんど無意味になるだろ

う。受け手としてできるのは、少し慎重になって、ベン

ダーにいくつかの厳しい質問を投げかけることだ。例え

ば、次のような質問が考えられる。
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　IDC Japan は 12 月 20 日、モノのインターネット

（IoT）向け国内エッジマイクロデータセンター数の予測

を発表した。コネクテッドカーや製造オペレーションで

IoT の取り組みが進むため、2017 年末の 1037 カ所か

ら2021年末には4354カ所に増加する見込みだという。

　IoT では、センサやデバイスなどの端末の近くでデータ

を分散処理することによって、端末利用者に対して高い

レスポンスでサービスを提供することが可能。端末近く

でデータ処理することを「エッジコンピューティング」と

呼び、クラウドサービスによる中央処理とは別にこうし

た分散処理システムを配備するメリットに注目が集まっ

ている。

　IDC Japan では、エッジコンピューティングを行うシ

ステムの設置場所を「エッジ IT」としている。さらに、

エッジ IT の中でもユーザー固有の業務処理を行うために

独立したスペースやフロアを設けて情報通信技術（ICT）

機器（サーバ、ストレージ、IoT ゲートウェイ／ネット

ワーク機器）を設置する設備を「エッジマイクロデータセ

ンター」と呼んでいる。今回の調査では、「コネクテッド

カー」「製造オペレーション（工場）」の 2 つの IoT ユース

IoT向けエッジ処理拠点、2021年末には 4354カ所に拡大 --IDC Japan 予測

ケースについて、国内で設置されるエッジマイクロデー

タセンターの数を推定している。

　これによると、2017 年末時点の国内エッジマイクロ

データセンターは 1037 カ所。主に製造オペレーション

における IoT の試験導入や実証実験のためのエッジ拠点

がその多くを占めていると推定している。2021 年末に

なると、この数は 4354 カ所に増加する見込み。これ

は、製造オペレーションだけでなく、コネクテッドカー

のためのエッジ拠点も増加するため。コネクテッドカー

のエッジ拠点は、都市部や幹線道路における映像や音響

コンテンツなどの自動車向け配信サービス（インフォテ

インメント）に利用される傾向が多いとみている。

　IDC Japan によると、エッジマイクロデータセンター

の 1 カ所当たりの設備規模はまだ小さく、平均的には

サーバラック 1 台に収納可能な程度にとどまる。そのた

め、エッジマイクロデータセンターのために新たにサー

バルームを建設する必要性は低く、主に既設のサーバ

ルームやデータセンターの空きスペースに設置すれば済

むことが多いとしている。

各年末時点のインストールベース、「コネクテッドカー」および「製造オペレーション」の 2 つのユースケースについてのみ推定（出典：IDC Japan）
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　Hewlett Packard Enterprise（HPE）は、モノのイ

ンターネット（IoT）に対応できるハイブリッドデータセ

ンターやインテリジェントなエッジツールに力を入れる

とともに、「HPE Next」と呼ばれる再編プログラムを進

めようとしている。

　米国時間 10 月 18 日に開催されたアナリスト向け

ミーティングで、HPE の最高経営責任者（CEO）Meg 

Whitman 氏は、同社の現状を説明し、より機動的な対

応ができる体制を作る計画について語った。

　HPE の戦略は、ハイブリッド IT の単純化、Aruba 部

門の製品を生かした企業やその分散拠点のネットワーク

のインテリジェント化、および「Edgeline」などのエッ

ジコンピューティング製品を中心にしている。またサー

ビスの提供も柱の 1 つになっている。

　さらに最近では、IoT データの所有権の問題が重視

されるようになっており、このこともインテリジェン

トエッジ製品の売れ行きに拍車を掛ける可能性がある。

HPE は今後、インテリジェントエッジ製品や、職場、

小売店、製造現場、スマートシティなどでのデジタル体

験をターゲットにしていくという。同社はミーティング

で、Home Depot や United Airlines などの大規模な

顧客企業のケーススタディをいくつも示した。

　Whitman 氏は、次のように付け加えている。

　製造業をはじめとするさまざまな産業が古い産業

インフラを移行しつつある。これには例えば製造現

場や輸送システム、エネルギーインフラ、都市その

ものまで含まれるが、これらがデジタルの世界に移

行するに従って、エッジにおけるデータ量の爆発的

な増加が起きつつある。わが社は、このエッジに向

かう動きが、今後クラウドをディスラプトさせると

考えている。

　さらに HPE のプレジデント Antonio Neri 氏は、同

社の合理化に向けた最新の取り組みである HPE Next

について説明した。

HPE、エッジコンピューティングや IoT、ハイブリッド IT に注力
--「HPE Next」計画も
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　同社は HPE Next の取り組みで、今後 3 年間で 15

億ドルの経費を削減し、そのうち 7 億ドルをマーケティ

ング、研究開発、事業運営に再投資する計画だという。

また、「労働力を最適化」し、システムを簡略化するほ

か、拠点などの整理も進める。

　Neri氏のプレゼンテーションを聞けば、HPEが無駄を

そぎ落とそうとしていることは明らかだ。同社の事業運

営や経営体制の合理化案の概要が資料で示されている。

　同社は、2017 年会計年度の売上高は 5％増加し、

非 GAAP ベースの 1 株当たり利益は 1.00 ドルになる

と予想している。また 2018 会計年度については、非

GAAP ベースの営業利益率は約 9.5％、非 GAAP ベー

スの 1 株当たり利益は 1.15 〜 1.25 ドルになると予

想している。

　2018 会計年度には、「ある程度の収益増」が得られ

るとしている。長期的な売上の有機的な成長率は、横ば

いから 1％増になると予想されている。
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　PFU は 1 月 15 日、ディープラーニング（深層学習）の

推論処理に特化した「Deep Learning アクセラレータカー

ド」と、2U サイズのラックマウント型組み込みコンピュー

タ「AR6200 モデル 140K」を発表した。産業向けエッ

ジコンピューティングシステムの取り組みを強化する。

　深層学習の推論処理をカードの演算エンジンで実行す

ることで、コンピュータの CPU 負荷を軽減する。深層学

習で用いられる GPU に比ベても消費電力が低く、データ

を生成する装置やセンサの近くでリアルタイムに処理で

きる。深層学習フレームワーク「Chainer」と互換性があ

り、既存の人工知能（AI）アプリケーションを使用可能と

している。

　カードのサイズは PCI Express ハーフサイズ。小型の

組み込みコンピュータにも搭載可能となっている。また、

有償で目的に最適化したアルゴリズムを実装することも

可能だ。画像認識用のサンプルとなるアプリケーションと

ニューラルネットワークも付属する。

　AR6200 モデル 140K は、高速計算処理やファイ

ルサーバ、仮想マシンなどの用途に利用可能なラックマ

ウント型組み込みコンピュータ。Broadwell-EP ベース

のXeonプロセッサを2個搭載する。Microsoft Azure

との互換性を保証した「Microsoft Azure Certified」

を取得している。

　IPMI（Intellignet Platform Management 

Interface） 2.0 準 拠 の BMC（Baseboard 

Management Controller）を搭載することで、温度・

電力・ファンの動作・CPU ／メモリの状態監視が可能

となっている。半導体市場や工作機械市場、通信インフ

ラ市場をターゲットとしている。

　出荷開始時期は、Deep Learning アクセラレータ

カードが 2018 年 11 月、AR6200 モデル 140K が

同 12 月を予定している。

PFU、深層学習に特化した拡張カード -- エッジ処理の取り組みを強化

Deep Learning アクセラレータカードと AR6200 モデル140K（出典：PFU）


